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はじめに 
近年の情報通信技術（以下「ＩＣＴ」という。）の発展は日進月歩でとても目覚ましく、人々

の生活に大きな影響を及ぼし、日常生活においては欠かすことのできないものとなっています。

本市では、新庁舎・仮称）新福祉会館の建設等を一つの契機にＩＣＴ利活用の検討を行い、シス

テム全体の最適化を実現するとともに、より高度化・複雑化が進む情報化社会に対応できるＩＣ

Ｔ基盤の整備を推進していきます。 

 

整備にあたっては確実なシステム移行や新庁舎システムの検討に向けた現状ＩＣＴの的確な

把握、クラウド1・ＡＩ2・ＩｏＴ3等や働き方改革など新たな情報化社会に対応可能なＩＣＴ基盤

の整備及びシステム全体最適化によるＩＣＴ利活用の質の向上を目指し、確実なシステム移行

や新規システム導入の推進、市民向けの新たなサービス、職員の機能的・効率的な執務の実現を

推進する一方で、近年多発している自然災害等に対応するためにも継続的な業務ができるよう

データセンター4の活用や復旧の対策等を検討し最適化を行う必要があります。 

また、情報システムの高度化に伴い、複雑かつ高度なサイバー攻撃が数多く存在している中、

本市では市民による申請や届出等により収集された個人情報を含む電子情報資産、市政等に関

する電子情報資産等、数多くの情報資産を管理・保護しており、情報システムセキュリティの強

化は継続的に実施し情報資産を保護していきます。 

 

 以上のことを踏まえつつ、小金井市新庁舎建設基本計画（平成２５年３月策定）、（仮称）小金

井市新福祉会館建設基本計画（平成３０年３月策定）及び平成２９年度小金井市庁舎等執務環境

調査業務報告書（平成２９年１２月）等との整合性を確保した上で、市民の利便性の向上、機能

的かつ効率的な執務の実現に向けたＯＡ機器の適切な配置の考え方を整理するとともに、恒常

的なセキュリティ機能とあわせ災害発生時の業務継続の視点を踏まえた災害セキュリティ機能

を整理し、システム全体のトータルコストの圧縮及び新庁舎等での安定的な稼働を目指すため

に本市の新庁舎・（仮称）新福祉会館建設等におけるＩＣＴ整備方針を策定するものです。 

  

                              
1 クラウド：インターネットなどのコンピュータネットワークを経由して、ハードウェア資源（ＣＰ

Ｕ、主装置等）やソフトウェア資源（プログラム、データ等）をサービスの形で提供する利用形態であ

る。 
2 ＡＩ：人工知能。人間の知的ふるまいの一部をソフトウェアを用いて人工的に再現したもの。

artificial intelligence の略。 
3 ＩｏＴ：様々なモノがインターネットに接続される仕組み。Internet of Things の略。 
4 データセンター：情報システムの設置を前提とした災害対策や情報漏えい対策が施された施設 
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ＩＣＴ整備方針策定へのアプローチ 
「小金井市新庁舎建設基本計画（平成２５年３月策定）」、「（仮称）小金井市新福祉会館建設

基本計画（平成３０年３月策定）」等との整合性を確保した上で、以下のアプローチで新庁舎・

（仮称）新福祉会館建設に伴うＩＣＴ整備方針を整理しました。 
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ＩＣＴ整備方針の位置づけ 
新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に伴うＩＣＴ整備方針は「小金井市新庁舎建設基本計画（平

成２５年３月策定）」、「（仮称）小金井市新福祉会館建設基本計画（平成３０年３月策定）」及び、

平成２９年度小金井市庁舎等執務環境調査業務報告書（平成２９年１２月）等と整合性を確保し

た上で作成します。 

策定されたＩＣＴ整備方針をもとに、新庁舎・（仮称）新福祉会館の建設スケジュールに合わ

せ、既存システムの刷新、新たなＩＣＴの利活用による公共サービスの提供の実現に向けてＩＣ

Ｔ基盤の整備を推進します。 

なお、住民基本台帳等、市民の固有な情報を扱い市民サービスの根幹に関わる基幹系システム

については、特に安定的な稼働が求められ、市民サービスの低下につながるような混乱等を避け

るためにも庁舎移転時期と次期基幹系システムの更新が重ならないようにするとともに、ライ

フサイクルコストを考慮した各種システム及び各課がシステム化していない機能（データ）の整

理・統合等を進め、システム数及び運用コストの削減を目指していきます。 
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１．新庁舎建設基本計画等における整備方針の整理 
新庁舎・（仮称）新福祉会館建設を一つの契機に、情報システムにおいても全体最適化を推進

することとしています。「小金井市新庁舎建設基本計画（平成２５年３月策定）」等において策定

された整備方針からＩＣＴの活用が見込める項目を整理しました。 

 

■ＩＣＴの活用が見込める項目の整理 

基本理念 機能と整備方針 ＩＣＴの活用が見込める項目 

自治の要と

なる「市民

のための庁

舎」 

市民の参加

と協働を支

える庁舎 

市民活動、市民と

行政の協働を支え

る機能・空間の確

保 

閉庁時の庁舎利用を想定したセキュリ

ティの確保 

庁舎や他の公共施設の会議スペースを

予約するシステムの構築 

情報提供・発信機

能の充実 

市民がインターネット等により２４時

間情報を得ることができる情報提供シ

ステムの充実 

市民からの問い合わせに適切に応答出

来るコールセンター等の仕組みづくり 

公共サービ

スの拠点と

しての庁舎 

案内機能の充実 障がいのある人、外国人等にも分かり

やすいサインシステムの整備 

行政サービス全般に精通した案内係の

配置 

窓口機能の集約・

総合化（ワンスト

ップサービスの導

入） 

市民の様々な相談に対応できる職員

（コンシェルジュ）によるＩＣＴを活

用した幅広いサービスを提供する窓口

の設置 

市民が使いやすい

窓口空間・機能の

導入 

効率よく窓口サービスを受けられるよ

う電光掲示板等を配置 

相談機能の充実 相談に必要なパンフレット、情報端末

を置くスペースを確保 

ＩＣＴを利用した

公共サービスの向

上 

インターネットにより、自宅や事業

所、最寄りの出先機関、コンビニエン

スストア等で証明書等の申請と交付が

できる仕組みづくり 
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テレビ電話等により、最寄りの出先機

関で相談ができる体制づくり 

市民に開か

れた議会機

能を持つ庁

舎 

本会議場・委員会

室の機能の充実 

会議に応じてフレキシブルにレイアウ

トが変更できる等、活発な討議ができ

る空間構成 

本会議場、委員会室等のＩＣＴ化の推

進 

傍聴・情報提供機

能の充実 

議会の審議を庁舎内のロビーや自宅で

見られる中継・録画設備の整備 

視覚・聴覚障がい者が議会を傍聴しや

すい工夫 

人や地域に

「安全でや

さしい庁

舎」 

防災や環境

の拠点とし

ての庁舎 

環境に配慮した庁

舎の機能・空間の

整備 

照明や空調などの設備の効率化による

省エネルギーの推進 

素顔が見え

る「コンパ

クトな庁

舎」 

費用を縮減

する庁舎 

将来の状況変化に

柔軟に対応できる

長寿命化への配慮 

行政組織・編成に伴う庁内執務スペー

スの変更への柔軟な対応 

効率的な行

政執行機能

を持つ庁舎 

行政執務機能・空

間の整備 

 

組織機構の変更に伴う対応や、市民と

のコミュニケーションが取りやすいよ

う、オープンでフレキシブルな空間構

成 

電子化された個人情報や行政機密情報

の漏えい、不正アクセスを防止するた

めの情報セキュリティの確保 

コピー機、スキャナ、プリンタ等のＯ

Ａ機器の利用方法や配置の適正化 

会議・打ち合わせ

機能・空間の整備 

電源コンセント、ネットワーク配線、

スクリーン等の配置 

効率的な収納機

能・空間の整備 

文書の電子化や共用化の推進 
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２．現状及び課題と対策案 
「１．新庁舎建設基本計画における整備方針の整理」で整理したＩＣＴの活用が見込める項

目毎に、現在の情報システムを取り巻く環境を調査し、抽出された課題の対策案を検討しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の参加と協働を支える庁舎 

市民活動、市民と行政の協働を支える機能・空間の確保 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

閉庁時の庁舎利用を想定したセキュリティの確保 

ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

市民協働支援センター機能を支える空間や、閉庁時の庁舎利用

を想定したセキュリティの確保 

庁舎や他の公共施設の会議スペースを予約するシステムの構築 

 

現状及び課題 

執務環境のセキュリティにおいては、関係者以外の入室制限等の対策にばらつき

があります。 

 
 

庁
舎
等
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ  

対策案 

閉庁時の庁舎利用等を意識し、セキュリティレベルの区分に応じたセキュリティ

対策が必要になります。 

 

現状及び課題 

用途ごとに公共施設予約システムと職員用会議室予約システムが整備されていま

すが、会議室の空き状況を把握する仕組み等は無く、会議室等の効率的な運用が

できていません。 
 

職
員
の
業
務
効
率
化 

 

対策案 

利便性の高い予約システムの導入を推進するだけではなく、会議室等の施設が効

率的に使用されるよう、空き状況のリアルタイムの把握や、会議室の使用率を分

析することができる機能を備えた予約システムの活用が考えられます。 

市民の参加と協働を支える庁舎 

市民活動、市民と行政の協働を支える機能・空間の確保 
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庁
舎
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

市民の参加と協働を支える庁舎 

情報提供・発信機能の充実 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

市民がインターネット等により２４時間情報を得ることができる情

報提供システムの充実 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

市民からの問い合わせに適切に応答出来るコールセンター等の仕

組みづくり 

 

現状及び課題 

ホームページやソーシャルネットワークサービス（ＳＮＳ）等を提供しています

が、ＡＩ機能等の最新ＩＣＴは活用できていません。 

 

 

 

対策案 

新たなソーシャルネットワークサービス（ＳＮＳ）及びぴったりサービスのさ

らなる活用により、効率的な情報提供ができるようになります。 

公
共
サ
ー
ビ
ス 

 

現状及び課題 

コールセンター等の窓口は整備されておらず、市民からの問い合わせは、各窓口

で対応しています。問い合わせ先の判断は連絡者に委ねられており、統一的な対

応が求められています。 
 

 

対策案 

コールセンター等での一元的な電話対応により、市民からの問い合わせに適切に

対応することができます。また、問い合わせ管理を行うことで、案内品質を向上

させる仕組みが必要です。 

公
共
サ
ー
ビ
ス 

市民の参加と協働を支える庁舎 

情報提供・発信機能の充実 
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庁
舎
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

公共サービスの拠点としての庁舎 

案内機能の充実 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

障がいのある人、外国人等にも分かりやすいサインシステムの整備 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

行政サービス全般に精通した案内係の配置 

 

 

 

 

現状及び課題 

障がいのある人、外国人等向けの庁舎案内の仕組みが不足しており、適切に情報

の提供ができてない状況です。 

 

 

対策案 

情報や言語の表示切替を柔軟に行うことができる電光掲示板（デジタルサイネー

ジ）等を活用することで、分かりやすい案内を提供することができるようになり

ます。 

 

来
庁
者
向
け
公
共
サ
ー
ビ
ス 

 

現状及び課題 

情報端末を活用した庁舎案内は実施しておらず、効率的な庁舎案内ができていな

い状況です。 

 

 

対策案 

情報端末（タブレット端末等）を配備することで、案内係が来庁者へより効率的

な情報提供ができるようになります。 

 

来
庁
者
向
け
公
共
サ
ー
ビ
ス 

公共サービスの拠点としての庁舎 

案内機能の充実 
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庁
舎
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

庁
舎
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

公共サービスの拠点としての庁舎 

窓口機能の集約・総合化（ワンストップサービスの導入） 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

市民の様々な相談に対応できる職員（コンシェルジュ）によるＩ

ＣＴを活用した幅広いサービスを提供する窓口の設置 

庁
舎
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

公共サービスの拠点としての庁舎 

市民が使いやすい窓口空間・機能の導入 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

効率よく窓口サービスを受けられるよう電光掲示板等を配置 

 

現状及び課題 

市民の様々な相談は各窓口で個別に対応する仕組みとなっており、様々な相談に

効率的に対応する仕組みがありません。 

 

 

対策案 

職員（コンシェルジュ）が利用する情報端末（タブレット端末等）を整備するこ

とにより、公共サービスを効率よく提供することができるようになります。ま

た、近接化された関係窓口の将来的な総合化を見据えて機器等を配置します。 

 

職
員
の
業
務
効
率
化 

 

現状及び課題 

窓口の呼び出し等、特定の用途に特化した仕組みが用意されていますが、窓口の

変更や状況に応じた柔軟な対応は難しい状況です。 

 

 

対策案 

電光掲示板（デジタルサイネージ）等や情報端末（タブレット端末等）を活用す

ることで、来庁者が求める情報を効率よく提供することができるようになりま

す。 

 

来
庁
者
向
け
公
共
サ
ー
ビ
ス 
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庁
舎
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

公共サービスの拠点としての庁舎 

相談機能の充実 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

相談に必要なパンフレット、情報端末を置くスペースを確保 

庁
舎
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

インターネットにより、自宅や事業所、最寄りの出先機関、コンビ

ニエンスストア等で証明書等の申請と交付ができる仕組みづくり 

公共サービスの拠点としての庁舎 

ＩＣＴ（情報通信技術）を利用した公共サービスの向上 

 

現状及び課題 

窓口では紙を使用した案内を行っており、情報端末を活用した相談対応は行って

いない状況です。 

 

 

対策案 

職員が必要な情報をスムーズに取得できるよう、情報端末（タブレット端末

等）を活用すると効果が見込まれます。 

 

来
庁
者
向
け
公
共
サ
ー
ビ
ス 

 

現状及び課題 

個人番号カード（マイナンバーカード）や住民基本台帳カードを利用して、全国

のコンビニエンスストアで住民票・印鑑登録証明書を取得することができるコン

ビニ交付サービスを提供しています。 

 

対策案 

個人番号カード（マイナンバーカード）等を更に活用することで、インターネッ

トを通じた新たな公共サービスを提供することが可能となります。 

 

公
共
サ
ー
ビ
ス 
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ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

テレビ電話等により、最寄りの出先機関で相談ができる体制づく

り 

 

現状及び課題 

対面での相談をしたい場合は来庁しなければならなく、庁舎と出先機関等とのコ

ミュニケーションは電話とメールが中心となっており、対面でのコミュニケーシ

ョンを取る手段は整備されていません。 

 

対策案 

庁舎や出先機関の一部の窓口にテレビ電話システム等を整備することが可能と

なれば、遠隔でも案内や相談に対応できるようになります。 

 

公
共
サ
ー
ビ
ス 

市民に開かれた議会機能を持つ庁舎 

本会議場・委員会室の機能の充実 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

会議に応じてフレキシブルにレイアウトが変更できる等、活発な

討議ができる空間構成 

 

現状及び課題 

現在、有線マイク等が利用されており、レイアウト変更の際は物理配線の移動も

必要となるため、柔軟なレイアウト変更ができない状況となっています。 

 

 

対策案 

無線等を活用すると、会議に応じた什器の移動やレイアウトの変更等に柔軟に

対応することが可能となります。 

 

議
会
の
環
境
整
備 

公共サービスの拠点としての庁舎 

ＩＣＴ（情報通信技術）を利用した公共サービスの向上 
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市民に開かれた議会機能を持つ庁舎 

傍聴・情報提供機能の充実 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

議会の審議を庁舎内のロビーや自宅で見られる中継・録画設備の

整備 

 

現状及び課題 

議会のインターネット中継は整備されていますが、庁舎内のディスプレイ等で議

会を傍聴する設備は導入されていません。 

 

 

対策案 

庁舎内の電光掲示板（デジタルサイネージ）等を活用することで、議会中継を

視聴することが可能となります。 

 

議
会
の
環
境
整
備 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

本会議場、委員会室等のＩＣＴ化の推進 

 

 

現状及び課題 

インターネット等へ接続する設備が無いため、情報端末の利用が無く文書を利用

した会議となっており、事前の準備に負担がかかっています。 

 

 

対策案 

会議参加者の情報端末（タブレット端末等）の利用を想定し、大型ディスプレ

イ等の会議資料を投影する設備や無線ＬＡＮ環境等の整備が望まれます。 

 

 

議
会
の
環
境
整
備 

市民に開かれた議会機能を持つ庁舎 

本会議場・委員会室の機能の充実 
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防災や環境の拠点としての庁舎 

環境に配慮した庁舎の機能・空間の整備 

 
ＩＣＴの活用が

見込める項目 

照明や空調などの設備の効率化による省エネルギーの推進 

 

現状及び課題 

情報システムの多くは庁舎マシン室に集約されていますが、一部の個別システム

が執務室内に設置されています。 

 

 

対策案 

情報システム及び個別システムは原則マシン室に設置し、システム基盤の集約

を推進することで、庁舎マシン室の維持に必要な空調や電気等を削減すること

が可能となります。 

 

庁
舎
設
備
の
最
適
化 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

視覚・聴覚障がい者が議会を傍聴しやすい工夫 

 

 

現状及び課題 

議場には資料を投影する設備やスピーカー等は整備されていません。 

 

 

対策案 

議会を傍聴しやすい環境を整備するためには、議会中継システムによる議事内

容の文字化等の導入を考える必要があります。 

 

 

傍
聴
者
向
け
環
境
整
備 

市民に開かれた議会機能を持つ庁舎 

傍聴・情報提供機能の充実 
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庁
舎
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

費用を縮減する庁舎 

将来の状況変化に柔軟に対応できる長寿命化への配慮 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

行政組織・編成に伴う庁内執務スペースの変更への柔軟な対応 

効率的な行政執行機能を持つ庁舎 

行政執務機能・空間の整備 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

組織機構の変更に伴う対応や、市民とのコミュニケーションが取

りやすいよう、オープンでフレキシブルな空間構成 

 

現状及び課題 

現在業務用ネットワークは有線ＬＡＮを中心に整備されており、レイアウト変更

の際は物理配線の変更作業も必要となります。また、職員が使用する業務端末は

持ち運びをしない前提となっており、打ち合わせスペースや会議室等での業務端

末の利用が原則できない環境となっています。 

 

対策案 

無線ＬＡＮ等の通信用配線を使用しない設備の導入や、会議室や窓口等への業

務端末を使用することにより、業務効率化が進むと考えられます。 

 

職
員
の
業
務
効
率
化 

 

現状及び課題 

電話用と業務用の通信用配線が個別に配線されており、組織構成の変更等による

レイアウト変更の際には物理配線の変更作業が必要となり、二重の設備維持費用

が必要な状況です。 

 

対策案 

執務室で利用する情報システム、電話システム等は、組織構成の変更等による

レイアウト変更にも柔軟に対応するため、執務室は可能な限り配線を必要とし

ない設備を導入することが望まれます。 

 

職
員
の
業
務
効
率
化 
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ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

電子化された個人情報や行政機密情報の漏えい、不正アクセスを防

止するための情報セキュリティの確保 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

コピー機、スキャナ、プリンタ等のＯＡ機器の利用方法や配置の適

正化 

 

現状及び課題 

情報システムについては、一定のセキュリティ水準は満たしていますが、新たな

脅威に継続的に対応する等、セキュリティ強化の余地が残されています。 

 

 

対策案 

データセンターを活用することによるセキュリティの向上や、高度化するサイ

バー攻撃から電子化された個人情報や行政機密情報への不正アクセスを防ぐた

め、更なる情報セキュリティ対策を実施する必要があります。 

 

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

 

現状及び課題 

コピー機、スキャナ、プリンタ等は各フロア、各部門にそれぞれ点在して設置さ

れており、設置スペースがそれぞれ必要となっています。 

 

 

対策案 

コピー機やスキャナ、プリンタ等は複合機に統合することで、執務環境の効率

的な活用が進むと考えられます。 

 

職
員
の
業
務
効
率
化 

効率的な行政執行機能を持つ庁舎 

行政執務機能・空間の整備 

効率的な行政執行機能を持つ庁舎 

行政執務機能・空間の整備 
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ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

電源コンセント、ネットワーク配線、スクリーン等の配置 

効率的な行政執行機能を持つ庁舎 

会議・打ち合わせ機能・空間の整備 

 
ＩＣＴの活用が 

見込める項目 

文書の電子化や共用化の推進 

効率的な行政執行機能を持つ庁舎 

効率的な収納機能・空間の整備 

 

現状及び課題 

会議室等には、原則庁内ネットワークへ接続する設備が無く、ＯＡ機器等も常設

されていません。ＯＡ機器については、必要に応じて貸出機を使用する運用とな

っています。 

 

対策案 

会議室や打ち合わせスペースでの情報端末（タブレット端末等）の利用を前提

に、庁内ネットワークへ接続する設備やプロジェクタ・スクリーン等のＯＡ機

器を整備することで、業務効率化が可能となります。 

 

職
員
の
業
務
効
率
化 

 

現状及び課題 

文書による事案の処理過程が確立されており、様々な資料が文書で保管されてい

ます。 

 

 

対策案 

文書の電子化や共用化の推進に合わせて電子決裁の仕組みについても検討し、業

務効率化を推進する必要があります。 

 

職
員
の
業
務
効
率
化 
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３．ＩＣＴ整備方針の策定 
「２．現状及び課題と対策案」において整理した対策をもとに、以下のように策定します。 

 

第１． セキュリティの強化 

利用者や取り扱う情報に応じて設定されるセキュリティレベルの区分に応じて、適切な

セキュリティ対策を行います。また、情報セキュリティにおいては、電子化された個人情

報や行政機密情報等への不正アクセスを防ぐため、高度化するサイバー攻撃への対策を行

います。 

 

（1） 庁舎等セキュリティ 

各施設、機能によってセキュリティエリアを区分し、セキュリティレベル毎に適切な

対策方法を検討します。 

閉庁時に市民が利用する庁舎内の会議室等には、ＩＣカード等に権限を設けることで、

入室出来る範囲を制限する必要があります。また、（仮称）新福祉会館については庁舎の

セキュリティレベルを考慮した上で、適切なセキュリティレベルを検討します。 

 

エリア レベル 対策方法 特徴 

マシン室等 

 

レ ベ ル

４ 

カードリーダー 

生体認証5 

 

最重要の機密エリア。 

限られた職員のみが入室でき、生体認証を用いて

個人認証をすることで、入退室履歴も記録します。 

職員が利用

する事務室

等 

レ ベ ル

３ 

カードリーダー 

 

 

職員しか出入り出来ないエリア。 

カードリーダー等を用いて事務室への入退室を管

理します。共有部からの出入りが頻繁に発生する

場所にはフラッパーゲート6等を設置することも検

討します。 

会議室や相

談室等 

レ ベ ル

２ 

職員の立ち会いがあれば入れるエリア。 

カードリーダー等を用いて入室を制限します。 

受付や待合

エリア等 

レ ベ ル

１ 

鍵での施錠等 開庁時は市民が自由に出入りできるエリア。夜間

は鍵等で施錠します。 

敷地等 レ ベ ル

０ 

－ 敷地エリア等、施錠等を行わない場所になります。 

  セキュリティエリア区分・レベルの分類例 

                              
5 生体認証：静脈など生体情報を活用した認証方法。 
6 フラッパーゲート：ＩＣカード等で正しく認証された人間だけの通行を許可するゲートのこと。 
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（2） 情報セキュリティ 

新庁舎等においては、業務効率化やペーパーレス化の推進により、業務端末の利用頻

度が大幅に増えることが想定されます。業務端末の利用増加に伴い、情報資産を取り扱

う機会や種類、量などの増加が見込まれることから、業務端末への情報セキュリティ対

策について検討します。また、市職員とその他利用者とのネットワークについて、完全

に分離して引き続きセキュリティの確保に努めます。 

 

 例１ 

完全シンクライアント化 

例２ 

脆弱性対策製品の導入 

例３ 

ＳＩＥＭの導入 

イメージ 

   

方式 シンクライアント7の導入

によるデスクトップ仮想

化の拡張 

脆弱性をついたゼロデイ

攻撃8への対策の導入 

セキュリティイベント相

関分析装置（ＳＩＥＭ9）

の導入 

効果 手元の物理端末には一切

の情報を保管しないた

め、盗難や破壊等による

情報漏えいのリスクが極

めて低くなります。 

一般的なウイルス感染に

よる情報漏えいだけでは

なく、本市を標的とした

高度なサイバー攻撃にも

対応可能となります。 

システムの脆弱性に対し

て、ソフトウェア改修パ

ッチが公開されるまでの

脅威を軽減します。 

単一ログ10の確認では検

知不可能な複雑なサイバ

ー攻撃や、セキュリティ

インシデントの兆候を検

知することができます。 

 業務端末のセキュリティ対策例 

 

 

  

                              
7 シンクライアント：ユーザーが使用する端末（クライアント端末）の機能は必要最小限にとどめ、サ

ーバー側で処理を行う仕組みのこと。 
8 ゼロディ攻撃：新たな技術や仕組みを用いた未知のサイバー攻撃。 
9 ＳＩＥＭ：複数のセキュリティ機器から出力されるログ情報を分析するシステム。Security 

Information and Event Management の略。 
10 単一ログ：単一のセキュリティ機器から出力されるログ情報。 

仮想デスクトップ

シンクライアント 脆弱性対策製品

ハッカー

未知のウイルス

各種セキュリティ機器の
イベントログ

SIEMによる相関分析
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第２． ＩＣＴ利活用による公共サービスの提供 

ホームページやソーシャルネットワークサービス（ＳＮＳ）を活用した情報の発信や、

コンビニエンスストアで住民票や印鑑登録証明書等の取得ができるコンビニ交付サービ

ス、ＩＣＴを活用した公共サービスを提供します。 

また、窓口での情報端末の活用や、電光掲示板（デジタルサイネージ）による市民への

効率的な情報の提供等、障がいの有無や年齢等に関わらず多くの市民に対して利便性の向

上を目的としたＩＣＴの活用を推進します。 

 

（1） 公共サービス 

 ホームページ、ソーシャルネットワークサービス（ＳＮＳ）による情報発信 

本市のホームページは、障がい者や高齢者等への配慮とユーザビリティ11の向上の

ため「音声読み上げ」「文字拡大」、外国人向けに「多言語対応」等を行っています。

また、ツイッターを利用した情報発信サービスなども行っており、今後も利用者目線

を意識し、継続したサービス向上を推進します。 

 

 コールセンターサービスの活用 

市民からの問い合わせをコールセンター等での一元的な電話対応出来るように、サ

ービスの導入を検討します。市民からの問い合わせをコールセンター等で一元的に対

応するこで、迷うことなく問い合わせを行うことが可能となります。また、よくある

お問い合わせに対する回答内容のばらつきや、たらい回しの解消に繋がることが期待

できます。 

 

 個人番号カード（マイナンバー）サービスの活用 

本市は、国のマイナンバー制度の動向を注視し、必要となるサービスの導入や、現

在提供している「コンビニ交付サービス」「ぴったりサービス12」等の更なるサービス

向上を推進します。 

 

 テレビ電話の活用 

庁舎や市施設の一部の窓口にテレビ電話システム等を整備することで、遠隔でも相

談に対応できるように検討します。庁舎に出向くことなく、最寄りの市施設から相談

等ができるようになることで、画面を通して書類等の確認ができるようになる等、相

談に対する安心感に繋がります。 

 

                              
11 ユーザビリティ：情報システム利用者の利便性。 
12 ぴったりサービス：子育てに関する手続等の様々な申請や届出をオンライン上で行うことができるサ

ービス。 
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 ＡＩの活用 

      Ｗｅｂサイト（市ホームページ、施設ページ等）上での問い合わせに対して自動で

応答する仕組み等の導入を検討します。市民の問い合わせに対して、２４時間いつで

も回答を行えるようになります。 

 

 
 問い合わせ対応イメージ例 

 

 

（2） 市民向け公共サービス 

 電光掲示板（デジタルサイネージ）の活用 

電光掲示板は、従来の張り紙や看板等の静的な情報発信ツールではなく、リアルタ

イムに様々な情報を発信することが可能となります。平常時はフロアマップや地域情

報等の情報発信を行い、市民をサポートします。また、緊急時には即座に表示を切り

替え、市民に必要な情報を配信する等、状況に応じて必要な情報発信を行うことを検

討します。 

 

FAQ
(よくあるお
問い合わせ)

ホームページ
自動回答等

転送
お問い合わせ

回答

インターネット等でお問い合わせ検索

回答
確
認

専門的なお問い合わ
せは担当課へ転送

市役所 コールセンター 市民

連携



21 

 

 

 

 電光掲示板（デジタルサイネージ）の活用例 

 

 情報端末（タブレット端末等）の活用 

情報端末による外国人向けの多言語での案内、障がい者や高齢者向けの文字読み上

げや表示拡大機能の活用等、市民の様々な相談に対応できるよう、タブレット端末等

のＩＣＴ機器を活用し、その場で適切な対応が取れる仕組みの導入を推進します。 

 

 公衆無線ＬＡＮの整備 

待合スペース等で無線ＬＡＮが利用できるよう、市民向け無線ＬＡＮ13環境の整備

を推進します。平常時にはパスワードや認証機能を活用し、安全に利用できる無線Ｌ

ＡＮ環境を整備しますが、災害発生時には、住宅損壊や通信制限により情報収集が困

難になることから、公衆無線ＬＡＮを広く開放し、市民の

情報収集を支援します。 

 

 

 

  

                              
13 無線ＬＡＮ：無線通信を利用してデータの送受信を行う LAN システムのこと。 
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第３． 議会のＩＣＴ化 

会議参加者が情報端末を利用することを想定した、大型ディスプレイ等のＯＡ機器の

整備や、無線ＬＡＮ環境の整備を推進します。また、議会のインターネット中継や録画

配信だけではなく、傍聴席以外での議会中継の表示や内容の文字化等、ＩＣＴを活用し

た傍聴しやすい環境の整備を推進します。なお、他自治体の議会で導入されているシス

テム等を基に検討していきます。 

 

（1） 議会の環境整備 

 議場の環境整備例 

議場の環境整備を行うことで、ペーパーレス化や会議の効率化を検討します。 

 

 対応例 効果 

プロジェクタや大

型ディスプレイの

設置 

議場へプロジェクタ・大型ディ

スプレイ等の投影可能な設備

を設置する。 

会議等の度に、資料を事前に準備する必

要が減ることで、紙、時間の削減に繋が

ります。また、会議直前の修正や差し替

えが容易になります。また、投影した資

料は、紙の処分が不要となるため、ゴミ

の削減に繋がります。 

ノートＰＣやタブ

レット端末等の利

用 

ノートＰＣやタブレット端末

を利用し画面を表示すること

で、資料等の共有ができます。 

会議資料等を持ち歩く必要がなくなる

ことで、紙の紛失等のリスクが防止でき

ます。また、プロジェクタや大型ディス

プレイで表示された資料が小さくて見

づらい場合等に、手元の端末で拡大表示

が可能となります。プロジェクタ等への

資料投影も容易となります。 

ネットワーク環境

の整備 

有線又は無線ＬＡＮの整備を

行う。 

ファイルサーバにある資料等を会議で

共有や修正等がその場で行えるように

なることで、会議後の後処理等の時間が

削減できます。 

無線マイクの設置 ケーブル不要の無線タイプの

マイクを議場へ設置する。 

議場を他用途で利用する際に、移動等が

容易になるため、設営時の負担が軽減で

きます。 

 議場の環境整備例 
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（2） 傍聴者向け環境整備 

 傍聴者向け環境整備例 

傍聴者向けの環境整備を行うことで、障がい者等にも配慮した傍聴しやすい議会を

検討します。 

 

 対応例 効果 

中継用ディスプレ

イモニタの設置 

控室、庁舎ロビー等に中継用のディ

スプレイを設置。 

傍聴席以外でも、議会が視聴できる

ようになります。 

自動追尾対応カメ

ラの設置 

発言者を自動で追尾し、フォーカス

するカメラを設置。 

音声と映像が連動することで、発言

者が明確に分かるようになります。 

発言内容の聞き起

こし機能 

発言内容をディスプレイ等にリア

ルタイムに表示できる仕組みや多

言語表示機能を導入。 

市政等への関心をこれまで以上に

持っていただくことが期待できま

す。 

 傍聴者向け環境整備例 
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第４． 庁舎情報システム設備の最適化・災害対策 

庁内マシン室の省スペース化、省エネルギー化を推進するため、情報システムは原則庁

舎外部のデータセンターに設置することを推進します。また、災害対策が施された施設へ

情報システムを設置することで、災害時の影響を抑えます。 

 

（1） 庁舎情報システムの最適化 

 情報システムの再配置 

既存情報システムについては、個別システム基盤等の集約や、データセンターを活

用することで、庁舎内のマシン室へ設置する機器を減らし、設置スペース、消費電力

等の削減に繋がります。また、庁舎停電時による影響を軽減することも可能となりま

す。 

 

 データセンターの活用例 
 

 データセンターのセキュリティ対策例 

データセンターはセキュリティ対策が十分に施されており、重要な情報システムを

設置するのに非常に有効となります。 

 

セキュリティ対策例 内容 

入館時の個人による認証 入館には、事前の申請及び、個人を特定出来る証明書（免許証、

社員証等）の提示が必要となります。 

持ち物検査 入退室時に検査を警備員、金属探知機等で持ち物の検査を実施し

ます。事前に持込物の申請が必要になる場合もあります。 

専用区画への入退室 専用区画への入退室には、ＩＣカードだけでなく、生体認証を行

うことで、なりすましによる入室を防ぎます。 
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ビデオによる２４時間の

監視システム 

データセンター内、建物周辺を２４時間３６５日、ビデオ監視す

ることにより守ります。 

２４時間常駐の管理者や

警備員 

管理者や警備員が２４時間常駐していることによって、セキュリ

ティ監視、緊急時の入館等に対応します。 

 セキュリティ対策例 

 

（2） 災害対策 

 データセンターの活用 

以下の対策等が施されているデータセンターを利用することで、被災時の業務継続

向上を図ります。データセンターは災害時にもサービスの提供に極力支障が出ないよ

うに建物自体が耐震構造、免震構造となっています。また、電源供給の安定化のため、

複数の受電系統と変電設備を持ち、また、商用電源供給が途絶えた場合に備えＵＰＳ

（無停電電源装置）と自家発電装置等を備えています。 

 

 

 建物の対策例 

 

 

 

 電源設備の構成例 

 

地震エネルギーが直接建物に伝わるた
め、免震に比べ地震時に壁や機器等
が損傷しやすい。

免震ゴム（積層ゴム）が地震エネル
ギーを建物に伝えない。揺れそのもの
を軽減

耐震ビル 免震ビル
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 情報システム設備の冗長性14 

情報システム設備の冗長性を持たせる範囲について検討を進めつつ、費用対効果に

優れた最適な情報システム設備の導入を推進します。 

 

 庁舎建物の対策 

建物の防火・防災に関する情報を集積、統括するシステム構築の整備等において、

ＩＣＴの活用が考えられます。ただし、導入に当たっては、火災の予防及び火災・大

規模地震、その他災害による人命の安全、被害の軽減、二次的災害発生の防止といっ

た様々な観点での整理が必要なことから、本方針策定には含めず別途の整理とします。 

  

                              
14 冗長性：システムの一部に何らかの障害が発生した場合に備えて、障害発生後でもシステム全体の機

能を維持し続けられるように、予備装置を平常時からバックアップとして配置し運用しておくこと。 
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第５． ＩＣＴ活用による業務効率化 

文書の電子化やＯＡ機器の最適化による紙の削減、無線ＬＡＮ等の整備による、ＩＣＴ

を活用した職員の業務効率化を行うのと同時に、コストの削減も推進します。 

 

（1） 職員の業務効率化 

 会議室等の整備 

業務効率化に向けて、会議室等の整備は重要な要素となります。会議等が効率的に

行えるよう、会議室等の整備を検討します。 

 

 対応内容 効果 

プロジェクタや大

型ディスプレイの

設置 

会議室や議場へプロジェク

タ・大型ディスプレイ等の投

影可能な設備を設置する。 

会議等の度に、資料を事前に準備する必要

が減ることで、紙、時間の削減に繋がりま

す。また、会議直前の修正や差し替えが容

易になります。また、投影した資料は、紙

の処分が不要となります。 

ノートＰＣやタブ

レット端末の利用 

現状のデスクトップＰＣを

ノートＰＣに置き換え、議会

の出席者にはタブレット端

末等を配布する。 

会議資料等を持ち歩く必要がなくなるこ

とで、紙の紛失等のリスクが防止できま

す。また、プロジェクタや大型ディスプレ

イで表示された資料が小さくて見づらい

場合等に、手元の端末で拡大表示が可能と

なります。プロジェクタ等への資料投影も

容易となります。 

ネットワーク環境

の整備 

有線又は無線ＬＡＮの整備

を実施する。 

ファイルサーバにある資料等を会議で共

有や修正等がその場で行えるようになる

ことで、会議後の後処理等の時間が削減で

きます。 

 導入設備例 
 

 会議室予約システムの整備 

会議室が効率的に活用出来るよう、利便性の向上を踏まえたシステムの導入を検討

します。 

 

 複合機等の整備 

市職員の適切な作業能率を確保しつつ、ＯＡ機器の設置台数や配置について一部を

除き最適化することを検討します。また、情報漏洩の防止、取り間違え防止も考慮し、
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ＩＣカードの導入等、セキュリティ向上のための仕組みも検討します。 

 

区分 対策方法 効果 

機能統合 プリンター、コピー、

スキャナー、ファクシ

ミリの各機能が統合さ

れた複合機を導入す

る。 

一台に集約することで省スペース化/省電力化が可

能となります。また、各複合機にスキャナー機能

を持つことで、紙資料の電子化が容易になり、ペ

ーパレス化が推進できる。また複合機が庁舎内ネ

ットワークに接続されることで、電子ファイルの

保存も容易になります。 

 

設置場所 各フロアの設置場所を

数ヶ所（フロア面積、

人数により決定）と決

め集約させ共有で使用

する。 

業務動線も考慮した場所に設置することで、スペ

ースの有効活用、業務の効率化を図ることができ

ます。また、設置場所を集約させることで、電源

およびネットワーク配線が少なくなります。 

機能連携 複合機にＩＣカード等

による認証機能を導入

する。 

 

複合機設置場所での認証により出力を可能とする

ことで、印刷物の放置がなくなり、情報漏洩等の

リスクを抑えることができます。また、ＩＣカー

ド認証等の導入により、庁舎内どこでも印刷出力

が可能になるため、フリーアドレス化にも容易に

対応できるだけではなく、故障により使用不可に

なった場合でも、別の複合機で認証することで対

応できるので、業務継続が可能です。 

 複合機の整備例 

 

 電子ファイル化の推進 

文書の電子化や共用化の推進に合わせて電子決裁の仕組みについても検討し、業務

効率化を推進します。 
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 無線ＬＡＮの導入検討 

市職員の業務状況に合わせ、庁舎内に無線ＬＡＮの導入を検討します。無線ＬＡＮ

を有効に活用することで、市職員による業務効率化が推進されるだけではなく、会議

等での紙資料の削減にも繋がります。 

 

 電話システムの整備 

電話システムをＩＰ化15することにより、業務端末等の情報端末との連携が行える

ようになり、市職員間のコミュニケーションを円滑にするツール等の利用が可能にな

ります。また、電話用の配線等が不要となるため、フリーアドレス16等に柔軟に対応で

きます。 

 

                              
15 ＩＰ化：従来の専用接続ではなく電話機も含めネットワーク上で接続すること。 
16 フリーアドレス：オフィス社員の固定席を作らず、自由な席で仕事を行える仕組みのこと。 
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４．ＩＣＴ整備方針 

「３．ＩＣＴ整備方針の策定」において策定した内容をもとに、以下５つのＩＣＴ整備方針

として纏めました。 

 

 

 

本整備方針策定において 

新庁舎・（仮称）新福祉会館の建設等を一つの契機として、ＩＣＴ導入の範囲や整備する方向

性を現段階での資料や調査等を基にしながら示しています。 

 

ＩＣＴを導入することにより、公共サービスの充実や、職員の業務効率化等、様々な効果が期

待されますが、ＩＣＴを最大限活用するためには、多額の財源を要するだけではなく、職員の業

務改善に向けた意識変革にも取り組む必要があることから、本市にとって最適なＩＣＴの選定

及び調達について更なる調査、検討を進めていきます。 

ＩＣＴ活用
による公共
サービスの
提供

議会のＩＣ
Ｔ化

ＩＣＴ活用
による業務
効率化

第１

第２

第３

第５

利用者や取り扱う情報に応じて設定されるセキュリティ
レベルの区分に応じて、適切なセキュリティ対策を行い
ます。

庁舎等セキュ
リティ

情報セキュリ
ティ

情報セキュリティにおいては、電子化された個人情報や
行政機密情報等への不正アクセスを防ぐため、高度化す
るサイバー攻撃への対策を行います。

庁舎情報シ
ステム設備
の最適化
災害対策

第４ 庁内マシン室の省スペース化、省エネルギー化を推進す
るため、情報システムは原則庁舎外部のデータセンター
への設置を推進します。

災害対策が施された施設へ情報システムを設置すること
で、停止に伴う公共サービスへの影響を防ぎます。

セキュリ
ティの強化

市民向け公共
サービス

公共サービス

議会の環境整
備

傍聴者向け環
境整備

庁舎情報シス
テム設備の最
適化

災害対策

ホームページやソーシャルネットワークサービス（ＳＮ
Ｓ）を活用した情報の発信や、コンビニエンスストアで
住民票や印鑑登録証明書の取得ができるコンビニ交付
サービス等、ＩＣＴを活用し更なる公共サービスの向上
を推進します。

窓口での情報端末の活用や、電子看板（デジタルサイ
ネージ）による市民への効率的な情報の提供等、市民の
利便性向上を目的としたＩＣＴの活用を推進します。

会議参加者が情報端末を利用することを想定した、大型
モニタ等のＯＡ機器の整備や、無線ＬＡＮ環境の整備を
推進します。

議会のインターネット中継や録画配信だけではなく、Ｉ
ＣＴを活用することで、傍聴しやすい環境の整備を推進
します。

文書の電子化やＯＡ機器の最適化による紙の削減、無線
ＬＡＮ等の整備による、ＩＣＴを活用した職員の業務効
率化を行うのと同時に、コストの削減も推進します。

職員の業務効
率化


